様式第１号（第３条関係）

年　　月　　日

島本町地域生活支援事業者登録（更新）申請書

島本町長　様

所在地　　　　　　　　　　　　　　　　　　
申請者（設置者）　名　称　　　　　　　　　　　　　　　　　　
代表者　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　地域生活支援事業者として登録（更新）したいので、次のとおり関係書類を添えて申請します。

	申請者（設置者）
	法人等の名称
	（ﾌﾘｶﾞﾅ）
	法人の種別
	

	
	
	
	
	

	
	主たる事務所の

所在地
	
	電話番号
	

	
	
	
	ＦＡＸ番号
	

	
	代表者の職・氏名
	職名
	
	氏名
	（ﾌﾘｶﾞﾅ）

	
	
	
	
	
	

	
	代表者の住所
	

	登録・更新する事業
	事業所の名称
	（ﾌﾘｶﾞﾅ）
	電話番号
	

	
	
	
	ＦＡＸ番号
	

	
	
	
	ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ
	

	
	事業所の所在地
	

	
	今回登録（更新）

する事業
	□移動支援
□日中一時支援
□地域活動支援センター
□訪問入浴サービス
	事業の開始（更新）

予定年月日
	年　　月　　日

	
	
	
	（更新の場合）

現在の登録有効期間
	年　　月　　日から

年　　月　　日まで

	
	その他の登録事業
	□移動支援　　□日中一時支援　　□地域活動支援センター　　□訪問入浴サービス

	同一事業所における

その他の制度の実施（指定）状況
	障害福祉サービス
	

	
	障害児通所支援
	

	
	介護保険
	


（管理者・サービス提供責任者）

	職名
	氏名
	兼務状況
	兼務している事業と職名

	管理者
	
	専任・兼任
	

	ｻｰﾋﾞｽ提供責任者
	
	専任・兼任
	


（主な実施内容）　（※「利用定員」及び「その他提供内容」は、日中一時支援又は地域活動支援センターのみ記載）
	営業日
	
	営業時間
	

	休業日
	

	ｻｰﾋﾞｽ提供日
	
	ｻｰﾋﾞｽ提供時間
	

	利用定員※
	
	通常の事業実施地域
	

	主たる対象者
	□特定なし　　□身体障害者　　□知的障害者　　□精神障害者　　□難病患者　　□障害児

	その他提供内容※
	□車両送迎（□車いす対応）　　　□食事提供（□自園調理、□その他〔　　　　　　　　　〕）
□入浴支援（□一般浴、□機械浴、□シャワー浴）
□医療的ケア対応（□看護師配置、□喀痰吸引等研修修了者配置）


様式第１号の２（第３条関係）

年　　月　　日

登録（更新）に係る確認書
島本町長　様

所在地　　　　　　　　　　　　　　　　　　

申請者（設置者）　名　称　　　　　　　　　　　　　　　　　　

代表者　　　　　　　　　　　　　　　　　　

地域生活支援事業者登録（更新）に当たり、次の事項を全て確認しました。確認内容及び申請内容に偽りはありません。
↓下記の内容を確認の上、□内に確認のチェック（☑）を記入してください。
	１　登録除外要件に該当しないことの確認
	☐　次の登録除外要件には、全て該当しないことを確認しました。
⑴　登録基準を満たしていない、又は登録基準に従って適正に事業の運営をすることができない。
⑵　法人でない。
⑶　運営法人（＝事業者）の役員又は当該サービス事業所の管理者（以下「役員等」という。）が、拘禁刑に処せられ、その執行又は執行猶予期間が終わっていない。
⑷　事業者又は役員等が、保健・医療・福祉に関する法律の規定により罰金刑に処せられ、その執行又は執行猶予期間が終わっていない。
⑸　事業者又は役員等が、労働に関する法律（労働基準法・最低賃金法・賃金支払確保法）の規定により罰金刑に処せられ、その執行又は執行猶予期間が終わっていない。
⑹　事業者又は役員等が、暴力団若しくは暴力団密接関係者をその構成員に含む団体又は暴力団員に該当する。
⑺　町又は他の地方公共団体から、本事業のほか、地域生活支援事業・障害福祉サービス事業・障害児通所支援事業・介護保険サービス（以下「本事業又は関連事業」という。）の指定・登録等の認定の取消処分を受け、その処分決定の日から起算して５年を経過しない事業者である。
⑻　町又は他の地方公共団体から、本事業又は関連事業に関し、指定等の取消処分に係る行政手続法に基づく聴聞の通知があった日から処分決定日まで、又は当該処分に当たり、実施した検査日から聴聞予定日までの間に、相当の理由なく事業の廃止届を行い、その届出の日から起算して５年を経過しない事業者である。
⑼　本事業又は関連事業に関し、不正請求等に係る給付費の返還金を町に支払っていない事業者である（町が認めた分納により支払を継続して行っている場合、又は時効等により町の債権が消滅した場合を除く。）。
⑽　役員等又は事業所の従業員のうちに、⑺～⑼のいずれかに該当する事業者の役員等であった者がいる（⑺⑻の場合は取消処分に係る検査の日から処分決定日までの間に、⑼の場合は不正請求の返還対象となるサービス提供月において、当該事業者の役員等であった者が対象）。
⑾　事業者又は役員等が、登録申請又は登録更新申請前５年以内に、町又は他の地方公共団体において、本事業又は関連事業に関し、不正又は著しく不当な行為を行った。
⑿　重大な虐待を行った者が事業所の業務に従事している。

	２　登録事業者の遵守事項の確認
	☐　次の事項を全て確認し、事業の運営に当たり遵守することを確約します。
⑴　事業の運営及びサービスの提供に関し、関係法令・通知及び町の要綱等を遵守すること。
⑵　事業に関し、町が行う調査及び検査に協力すること。
⑶　町から指導又は助言を受けた場合は、当該指導又は助言に従って必要な改善を行うこと。
⑷　不正・過誤等により、給付費の点検又は返還額の確認若しくは返還を町から指示された場合は、点検・確認作業に協力するとともに、返還請求があったときは速やかに支払うこと。


様式第３号（第３条関係）

島本町地域生活支援事業者変更届出書
年　　月　　日

島本町長　　　　　　　様

所　在　地　　　　　　　　　　　　　　　

届出者（設置者）　名　　　称　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

代　表　者　　　　　　　　　　　　　　　
登録を受けた内容を変更しましたので、次のとおり届け出ます。

記

	事業所番号
	

	登録内容を変更した事業所
	名　　　称
	

	
	住　　　所
	

	
	事業の種類
	

	変更があった事項
	変　　　　　更　　　　　の　　　　　内　　　　　容

	
	変　　　　　　更　　　　　前
	変　　　　　更　　　　　後

	1
	設置者又は事業を行う事業所の名称
	
	

	2
	設置者の代表者氏名及び住所
	
	

	3
	事業を行う事業所の平面図
	
	

	4
	事業を行う事業所の設備の概要
	
	

	5
	事業を行う事業所の管理者の氏名、経歴及び住所
	
	

	6
	事業を行う事業所のサービス提供責任者の氏名、経歴及び住所
	
	

	7
	事業を行う事業所の運営規程
	
	

	8
	その他（　　　　　　　　　　　　　）
	
	

	変　　更　　年　　月　　日
	年　　　月　　　日　　　　


備考　1　該当項目番号に○を付してください。
　　　2　変更内容がわかる書類を添付してください。
様式第４号（第３条関係）

島本町地域生活支援事業者廃止（休止・再開）届出書

年　　月　　日

島本町長　　　　　　　様

所　在　地　　　　　　　　　　　　　　　

届出者（設置者）　名　　　称　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

代　表　者　　　　　　　　　　　　　　　
　登録を受けた事業を廃止(休止・再開)しますので、次のとおり届け出ます。

記

	事業所番号
	

	廃止（休止・再開）する事業
	事業の種類
	

	廃止（休止・再開）する時期
	年　　月　　日

	廃止・休止する理由
	

	現に地域生活支援サービスを受けている者に対する措置（廃止・休止する場合のみ）
	

	休止予定期間
	年　　月　　日　～　　　　　年　　月　　日


備考　　事業の再開に係る届出にあっては、当該事業に係る従業者の勤務の体制及び勤務形態が休止前と異なる場合には、勤務体制・形態に関する書類を添付してください。

